
 
 

個人情報保護専門調査会の進め方について（案） 

平成 22 年７月 

消費者委員会  
１．趣旨 

  本専門調査会は、（１）個人情報の適正な取扱いの確保に関する事項、及

び（２）内閣総理大臣が作成する個人情報の保護に関する基本方針の案につ

いて、消費者委員会の求めに応じて、調査審議を行う。 

「個人情報の保護に関する基本方針」（平成 16 年４月２日閣議決定、平成

21 年９月１日一部変更）においては、消費者委員会は、法の施行状況のフ

ォローアップを行うとされている。 

  また、「消費者基本計画」（平成 22 年３月 30 日閣議決定）においては、個

人情報保護法については、消費者委員会において、法改正も視野に入れた問

題点についての審議を行うこととされている。 

  これらを踏まえ、本専門調査会としては、当面、主に以下の事項を中心と

して調査審議を進める。なお、必要に応じて、行政機関、独立行政法人等、

及び地方公共団体の個人情報の取扱いの状況についても、検討を行うことと

する。 

 

２．主な審議事項 

（１） 個人情報保護法の施行状況の評価 

・ 個人情報保護法施行状況報告 

・ 事業者からの個人情報保護の取組実態等の状況 

・ 個人情報に関する苦情処理の状況 

・ 各省庁による施策の実施状況 

等のフォローアップを行い、個人情報保護法の施行状況の評価を行う。 

（２） 個人情報保護法及びその運用に関する問題点の検討 

    個人情報保護法の施行状況の評価を踏まえ、個人情報保護法及びその

運用に関する問題点を整理し検討する。 

 

３．スケジュール 

（１） 第１回 

○ 個人情報保護法制の現状等 

・ 個人情報保護法制の概要等 

・ 個人情報保護法の施行状況 

○ 個人情報保護専門調査会の今後の運営について 

（２） 第２回～ 

○ 法の施行状況のフォローアップ及び評価、個人情報保護法及びそ

の運用に関する問題点の整理及び検討 

以上 
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個人情報の保護に関する基本方針（抄）  

 

平成１６年４月２日  

閣議決定  

平成２０年４月２５日  

一部変更  

平成２１年９月１日  

一部変更 

 

２ 国が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項 

(2) 政府全体としての制度の統一的な運用を図るための指針 

⑤ 法の施行の状況の消費者庁への報告と公表  

関係行政機関は、法第５３条第１項の規定に基づき、毎年度の法の施行

状況として、法第４章に基づく報告の徴収、助言等の規定の実施の状況の

ほか、事業等分野におけるガイドライン等の策定及び実施の状況、認定個

人情報保護団体における苦情の処理等の取組状況、個人情報取扱事業者か

らの個人情報漏えい等事案の状況等について消費者庁に報告するものとす

る。 

消費者庁は、関係行政機関からの報告を取りまとめ、その概要を公表す

るとともに、消費者委員会に報告するものとする。 

 

８ その他個人情報の保護に関する施策の推進に関する重要事項 

(2) 消費者委員会の役割 

消費者庁は、経済・社会事情の変化に応じた基本方針の見直しに当たり、

消費者委員会の意見を聴くほか、２の(2)の⑤に基づき、法の施行状況につ

いて消費者委員会に報告を行うとともに、同委員会は、法の施行状況のフ

ォローアップを行う。 
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消費者基本計画（抄） 

 

 

 

 

 

【具体的施策】  

３  経済社会の発展への対応  

(２) 高度情報通信社会の進展への的確な対応 

施策 

番号 

具体的施策 担当省庁等 実施時期 

 

166 

 

個人情報保護法については、消費者委員

会における法改正も視野に入れた問題

点についての審議を踏まえ検討します。

消費者庁 

関係省庁

等 

審議の結果を

踏まえ検討に

着手します。

 

 

 

 

平成２２年３月３０日

閣議決定



消費者委員会 個人情報保護専門調査会 設置・運営規程 

 

平成２１年１２月８日 

消費者委員会決定 

 

（総則） 

第１条 消費者委員会（以下、「委員会」という。）の個人情報保護専門調査

会の設置、所掌事務、議事録の作成及び会議等については、この規程の定

めるところによる。 

 

（専門調査会の設置） 

第２条 委員会に個人情報保護専門調査会（以下「専門調査会」という。）

を置く。 

２ 専門調査会に属すべき構成員は、委員長が委員、臨時委員及び専門委員

のうちから指名する。 

３ 専門調査会には座長を置き、専門調査会に属する構成員から委員長が指

名し、座長は、専門調査会の事務を掌理する。 

４ 座長に事故があるときは、専門調査会に属する構成員のうちから座長が

あらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

 

（専門調査会の所掌） 

第３条 専門調査会は、以下に掲げる委員会の事務に関連する事項につい

て、委員会の求めに応じて、調査審議する。 

（１）個人情報の適正な取扱いの確保に関する事項について調査審議す

ること。 

（２）内閣総理大臣が作成する個人情報の保護に関する基本方針の案に

ついて、調査審議すること。 

 

（調査会の設置） 

第４条 座長は、必要に応じて、委員会の同意を得て専門調査会に調査会を

置くことができる。 

２ 調査会は、専門調査会が行う調査審議に関し、必要な専門的事項を調査

審議し又は検討する。 

３ 調査会に属すべき構成員は、委員長が委員、臨時委員及び専門委員のう

ちから指名する。 

４ 調査会には座長を置き、当該調査会に属する構成員から委員長が指名し、

座長は、当該調査会の事務を掌理する。 

５ 調査会の座長に事故があるときは、当該調査会に属する構成員のうちか

ら調査会の座長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

 

（議事録の作成） 

第５条 専門調査会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成す

る。 

一 会議の日時及び場所 



二 出席した構成員の氏名 

三 議題となった事項 

四 審議経過 

五 審議結果 

 

 （審議の公開） 

第６条 専門調査会の開催予定に関する日時・開催場所等については、公開

する。 

２ 専門調査会は、会議を公開することにより、当事者若しくは第三者の権

利若しくは利益又は公共の利益を害するおそれがある場合その他座長が

非公開とすることを必要と認めた場合を除き、公開する。非公開とすべき

事由が終了したときは、公開するものとする。 

３ 前項の規定により座長が会議を非公開とすることを認めた場合は、専門

調査会はその理由を公表する。 

４ 会議の議事録については、第２項の規定により座長が会議を非公開とす

ることを必要と認めた場合を除き、公開する。 

５ 第２項の規定により座長が会議を非公開とすることを必要と認めた場

合は、議事要旨をすみやかに作成し、公表するものとする。 

 

（専門調査会の会議） 

第７条 座長（座長に事故があるときはその職務を代理する者。以下同じ。）

は、専門調査会の会議を招集し、その議長となる。 

２ 専門調査会に属さない委員は、あらかじめ座長に届け出ることにより、

専門調査会に出席することができる。 

 

（雑則） 

第８条 この規程に定めるもののほか、専門調査会の運営に関し必要な事項

は、座長が委員会に諮って定める。 

 

（準用） 

第９条 第５条から前条までの規定は、調査会について準用する。この場合

において、これらの規定中「専門調査会」とあるのは「調査会」と読み替

えるものとする。 

 

附 則 

この規程は、平成２１年１２月８日から施行する。 
 



平成22年7月23日現在

（五十音順）

氏名 現職

1 宇賀　克也
東京大学大学院
法学政治学研究科教授

2 臼井　敏男
元朝日新聞論説委員
慶應義塾大学メディア・コミュニケーション研究所非常勤講師

3 大谷  和子
株式会社日本総合研究所
法務部長

4 岡本　直美 日本労働組合総連合会会長代行

5 柿原理一郎
フジテレビ報道局
役員待遇解説委員主幹

6 角　紀代恵 立教大学法学部教授

7 新保　史生
慶應義塾大学
総合政策学部准教授

8 杉浦　英樹 弁護士

9 須藤　　修
東京大学大学院
情報学環教授

10 長田　三紀
特定非営利活動法人 東京都地域婦人団体連盟
事務局次長

11 長谷部恭男
東京大学大学院
法学政治学研究科教授

12 藤原　靜雄 筑波大学法科大学院教授

13 別所　直哉
ヤフー株式会社最高コンプライアンス責任者（ＣＣＯ）
兼 法務本部長

14 三木由希子
特定非営利活動法人
情報公開クリアリングハウス理事

15 三宅　　弘
弁護士
獨協大学法科大学院特任教授

16 山口　　厚
東京大学大学院
法学政治学研究科教授

17 吉川萬里子
社団法人全国消費生活相談員協会
常任理事

18 和田  正夫 千葉県総務部政策法務課長

以上　１８名

消費者委員会　個人情報保護専門調査会　専門委員名簿
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